



















日時 2005 年 1 月 24 日（月） 14:00～16:00 
場所 京都大学百周年時計台記念館 ２階国際交流ホール 
演題 「最近の中国事情と今後の日・米・中関係における日本の積極的役割について」 
































































  ⑤名義変更手続の簡素化が進む可能性 























  ①中古車取引にかかわる税体系には何も言及していない 
  第 21 条で｢中古車交易市場及び各経営主体は法に基づいて経営と納税を行なわなけ
ればならない｣と述べているだけで、税については何も具体的な叙述がない。今後出さ
れる政策・規約等に注目する必要がある。 
  ②中古車の取引規範作成も今後の課題 
  新たに定義された中古車経営公司がおこなう、具体的な取引規範については，第 23
条で｢中古車経営公司は中古車の取引規範に基づいて取引をしなければならない。中古
車の取引規範は、国務院の商務主管部門及び工商行政管理部門の共同によって新たに制
定、公布される｣とされ、今後策定されることとなっている。この取引規範の内容が，
日本の自動車公正取引協議会が作成している『自動車公正取引規約』のような消費者の
立場にたったものとなることが望まれる｡ 
(塩地洋) 
